


Ⅰ．調査概要
　１．調査目的

　山口県を代表する大内塗・赤間硯・大理石の組合等の伝統産業界は、消費者の思考の変化や、海

外よりの低価格商品に押され販売に苦慮しており、業界活性化及び販路拡大に取り組むことが重要

な課題となっている。現在の問題点・改善点を浮き彫りにする調査をし、今後の活動の資料とする。

　２．調査対象　　大内塗・赤間硯・大理石の組合傘下27企業のうち26企業

　３．調査期間　　平成17年１月18日～平成17年１月31日

　４．調査方法　　郵送によるアンケート調査

　５．回　　答　　有効回答数　23企業（回答率　88.4％）

大内塗漆器振興協同組合

連絡先住所 〒753－0034　山口市大字下竪小路12　山口ふるさと伝承総合センター内

電 　 話 083－928－3333

Ｆ Ａ Ｘ 083－932－1877

代 表 者 理事長　　谷口　幡平

組 合 員 ９事業所

組合の地区 山口市・阿武郡むつみ村

山口県赤間硯生産協同組合

連絡先住所 〒757－0216　宇部市大字船木字東番田　楠総合支所内

電 　 話 0836－67－0311

Ｆ Ａ Ｘ 0836－67－2293

代 表 者 理事長　　下井百合昭

組 合 員 ６事業所

組合の地区 宇部市及び下関市

山口県大理石・オニックス組合

連絡先住所 〒754－0511　美祢郡秋芳町秋吉　秋芳大理石㈱内

電 　 話 0837－62－0044

Ｆ Ａ Ｘ 0837－62－0044

代 表 者 組合長　　津田　和順

組 合 員 12事業所

組合の地区 秋芳町
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Ⅱ．調査結果
　１．企業概況 （企業数）

従業員数
(パート含む)

創業年数
（平　均）

専 業 ／ 副 業

専 業 副 業 他 計

大 内 塗 4.0 35.7 8 0 1 9

赤 間 硯 4.0 32.5 3 0 1 4

大 理 石 5.7 26.7 7 2 1 10

合　　　計 13.7 94.9 18 2 3 23

平　　　均 4.5 31.6

　大内塗・赤間硯では、従業員数（パートを含む）で、4.0人となっており、大理石の従業員数は

若干多く5.7人となっており、３業種平均で、4.5人となっている。

　創業年数では、平均で大内塗が、創業年数が最も長い35.7年となっており、赤間硯の32.5年、大

理石の26.7年と続き、３業種平均で31.6年となっている。

　専業、副業の問いに対して、大内塗、赤間硯では、その他と回答のあった事業者以外は、すべて

専業であるとの回答であった。大理石については、回答のあった10事業者中、７事業者が専業、２

事業者が副業との回答であった。

　３業種全体では、23事業者中18事業者が専業であり、２事業者が副業となっている。

　その他の３事業者については、高齢化や、病気療養中で事業休止状態の為等の理由によるもので

ある。

　２．販売状況

　　問１　過去３年の売り上げの推移 （企業数）

増　　　加 横 ば い 減 少 傾 向 計

大 内 塗 0 2 7 9

赤 間 硯 0 0 4 4

大 理 石 0 2 8 10

合　　　計 0 4 19 23

　大内塗・赤間硯・大理石いずれの業界においても過去３ヵ年の売り上げの推移で、増加したと回

答した事業者は、１事業者もなく、回答事業者23事業者中、19事業者が減少傾向と回答し、横ばい

と回答した事業者は、４事業者となっており、横ばいと回答した４事業所中、２事業所は、大内塗

で、２事業所は大理石の事業所であり、赤間硯は、すべての回答事業所が減少傾向であると回答し

ている。
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　　問２　過去３年の売り上げの推移理由

理　　　　　　　　　　由

大 内 塗 不況により、観光客が減少し、低価格の物を消費者が求める傾向がある
消費量の減少に伴い、生産量も減少（人形生産の方が多い）

赤 間 硯 生産者の高齢化、輸入硯製品の増加、パソコンの普及等による硯使用量
の減少、経済不況の為

大 理 石 景気後退で、観光客が減少また土産品の買い控えの為
輸入大理石製品の増加、若者の好みでない

　　問３　これからの見通し （企業数）

増　　加 横 ば い 減 少 傾 向 計

大 内 塗 0 2 7 9

赤 間 硯 0 1 3 4

大 理 石 0 3 7 10

合　　　計 0 6 17 23

　３業種については、今後、売り上げが、増加すると回答した事業者は、１事業者もなく、減少傾

向となるとの回答が、17事業者となっており、横ばいが６事業者となっており、これからの見通し

が減少傾向よりも横ばい傾向の回答があったのが、大内塗で２事業者、赤間硯で１事業者、大理石

３事業者となっている。

　　問４　これからの見通し理由

理　　　　　　　　　　由

大 内 塗
観光客の減少、山口県主体の催物（例、きらら博）等が無い
“贈答をする”という世代が高齢化し、人に贈り物をするという風潮が
捨たれつつある

赤 間 硯 生産者の高齢化、輸入硯製品の増加、パソコンの普及等による硯使用量
の減少

大 理 石 観光客ニーズへの対応と扱い商品の検討
新しいデザインや販路が見出せない

　　問５　現在の出荷・出展先（複数回答） （回答件数）

県　　内 百 貨 店 土産品店 物産展 コンビニ そ の 他 計

大 内 塗 2 4 2 0 2 10

赤 間 硯 1 1 1 0 2 5

大 理 石 0 7 4 0 4 15

合　　　計 3 12 7 0 8 30
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　県内、出荷・出展先で、最も多いのは、大内塗が、土産品店４事業者、百貨店２事業者、物産展

２事業者となっている。

　赤間硯は、百貨店、土産品店、物産展いずれにおいても事業者数は１事業者毎となっている。大

理石については、土産品店７事業者、物産展４事業者、その他４事業者となっている。

　全体的な、数値としても、土産品店12事業者、物産展７事業者、百貨店３事業者、その他（イン

ターネット・ホテル、自宅、工房）８事業者の調査結果となっている。

　また、３業界とも県内のコンビニに出荷している事業者は、１事業者もなかった。

 （回答件数）

県　　内 百 貨 店 土産品店 物産展 コンビニ そ の 他 計

大 内 塗 2 1 4 0 4 11

赤 間 硯 0 0 2 0 0 2

大 理 石 0 1 0 0 4 5

合　　　計 2 2 6 0 8 18

　県外、出荷・出展先で、最も多いのは、大内塗で物産展を上げたのは４事業者、土産品店は１事

業者、その他、４事業者となっている。赤間硯については県外の場合、販売先は物産展との回答が

あった。

　大理石では、県外の出荷。土産品店１事業者、その他４事業者となっている。

　全体的な数値としても、物産展６事業者、百貨店２事業者、土産品店２事業者、その他（インター

ネット販売他）８事業者の調査結果となっている。

　また、３業界とも、県外のコンビニに出荷している事業者は１社もなかった。

　県外については、回答いただいた回答数も18件で、県内よりも出荷・出展の全体数が少なくなる。

　　＊海外の出荷は無し

　　問６　現在の出荷・出展先の内容

内　　　　　　　　　　容

大 内 塗
県内は各観光地での土産品店・旅館・物産展が主
県外は関東方面の百貨店に委託業者を通じで販売
県外は物産展・工芸展に出展

赤 間 硯 県外の物産展は組合出展、実演販売
県内は工房展示販売

大 理 石
年に１～２回グループ展等で発表
ニーズの急変がめまぐるしく、ディーラーのニーズに注意が必要
県外の大理石企業より、まれに連絡がある

― 4 ―



　　問７　販売促進活動の例

活 動 の 例

大 内 塗 インターネットで販売
百貨店での実演・展示・販売で直接消費者と接触するので、市場調査にもなる

赤 間 硯 物産展で実演販売、工房を開放し展示販売

大 理 石 インターネットで販売
ディーラーに常にアプローチをしている中に、成果が現れるように思われる

　　問８　今後の販売促進に役立つ制度の利用 （企業数）

利 用 す る 利用しない どちらともいえない 計

大 内 塗 4 3 2 9

赤 間 硯 3 1 0 4

大 理 石 4 2 4 10

合　　計 11 6 6 23

　制度があれば、利用するかとの問いに対し、制度を利用するとの回答のあったのは、大内塗４事

業者、赤間硯３事業者、大理石４事業者となっている。また、制度を利用しないと回答したのは、

大内塗３事業者、赤間硯１事業者、大理石２事業者となっている。どちらともいえないと回答した

のは、大内塗２事業者、大理石４事業者となっている。

　　問９　販売促進に役立つ制度の希望内容

希 望 内 容

大 内 塗 山口県観光新聞等の発行、県外物産展の海外向けインターネット紹介

赤 間 硯

大 理 石
短期の販売促進より文化としての位置付け事業等、遠回りかもしれないけど
時間をかけ価値をあげていくことで、販売に結びつける
宣伝と販売の実践の制度を作っていく

　３．新製品開発

　　問１　現在の新製品開発状況 （企業数）

考えている 開 発 中 考えていない 計

大 内 塗 2 3 4 9

赤 間 硯 2 0 2 4

大 理 石 4 2 4 10

合　　　計 8 5 10 23
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　現在の開発について、新製品開発を考えているのは、大内塗・赤間硯では、２事業者、大理石で

は４事業者となっている。現在、新製品開発中の事業者は、大内塗３事業者、大理石２事業者の５

事業者となっている。

　考えていないの事業者については、大内塗４事業者、赤間硯２事業者、大理石４事業者の計10事

業者となっており、３業界合計の数値にしても、新製品開発を考えている、８事業者、現在、製品

開発中、５事業者、考えていないが10事業者となっている。

　　問２　新製品開発の理由・内容

理 由 ・ 内 容

大 内 塗 新しい人形
常に新しい製品を開発し、販路拡大に努めている

赤 間 硯 硯を兼ねた装飾品
原石が硯以外に使用不能と思われるので、硯以外の新製品は考えにくい

大 理 石 新商品を開発していかないと生き残れないから

　　問３　新製品開発の例

開 発 の 例

大 内 塗

独自開発が主であるが、山口市の特産品開発支援事業・新デザイン募集
施策事業を利用
1000代のお土産として“竹篭にいれた一人雛”を作成、お土産として引
き合いがある

赤 間 硯 山口県産業技術センターを活用

大 理 石 県の補助金を受けて、大理石の果物（ぶどう・りんご・レモン等）製作
「山口県大理石オニックス祭」16年迄は毎年開催

　　問４　今後の新製品開発に役立つ制度の利用 （企業数）

利 用 す る 利用しない どちらともいえない 計

大 内 塗 4 1 4 9

赤 間 硯 1 2 1 4

大 理 石 5 1 4 10

合　　　計 10 4 9 23

　新製品開発についての制度があった場合、利用するとの回答があったのが、大内塗４事業者、赤

間硯１事業者、大理石５事業者の計10事業者となっている。利用しないは、大内塗１事業者、赤間

硯２事業者、大理石１事業者の計４事業者であり、どちらとも言えないが、大内塗４事業者、赤間

硯１事業者、大理石４事業者の計９事業者となっている。
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　　問５　新製品開発に役立つ制度の希望内容

希 望 内 容

大 内 塗 開発の為の助成金支援事業

赤 間 硯

大 理 石
消費者の声が出来るだけ伝わってくるシステムの考案
新製品開発にかかる資金が必要
新製品開発より、製品の販路開拓が必要

 

　４．原材料入手

　　問１　原材料入手の問題 （企業数）

問 題 な し 入 手 困 難 入手方法模索中 計

大 内 塗 0 8 1 9

赤 間 硯 1 3 0 4

大 理 石 3 6 1 10

合　　　計 4 17 2 23

　原材料入手に問題ないと回答のあったのは、大内塗ではゼロ事業者、赤間硯１事業者、大理石３

事業者の計４事業者となっている。

　入手困難と回答があったのが、大内塗で８事業者、赤間硯では、３事業者、大理石では６事業者

の計17事業者が入手困難と回答している。

　入手を模索中の回答があったのが、大内塗１事業者、大理石１事業者の計２事業者が模索中であ

ると回答している。

　　問２　原材料入手の問題内容

内　　　　　　　　　　容

大 内 塗
森林整備事業が少なくなって、木材の入手難になっている
木材の入手難にともない、大内塗・大内人形の木地が入手困難
木地屋さんの高齢化

赤 間 硯
入手に問題は無いが、岩石採取認可申請など零細企業には問題がある
経費負担等に困る
現在、同業者より買い受ける

大 理 石 地元の大理石はほぼ入手は無理となり、外国の石を利用する以外に方法
は無い
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　　問３　原材料入手活動の例

活 動 の 例

大 内 塗 組合で苗木の植栽、県外の森林組合にアタック
近県の木地屋さんからの情報入手

赤 間 硯

大 理 石 業者を通して外材輸入
国産の材料が入荷しやすい

　　問４　今後の原材料入手に役立つ制度の利用 （企業数）

利 用 す る 利用しない どちらともいえない 計

大 内 塗 6 2 1 9

赤 間 硯 0 2 2 4

大 理 石 4 2 4 10

合　　　計 10 6 7 23

　原材料入手についての制度の利用について、利用すると回答のあったのは、利用するが大内塗で

６事業者、赤間硯で０事業者、大理石で、４事業者の計10事業者となっており、利用しないとの回

答は、大内塗が２事業者、赤間硯が２事業者、大理石２事業者の計６事業者が利用しないと回答し

ている。どちらとも言えないの回答が大内塗では１事業者、赤間硯２事業者、大理石４事業者の計

７事業者の回答を得た。

問５　原材料入手に役立つ制度の希望内容

希 望 内 容

大 内 塗 原木の保護
インターネット検索

赤 間 硯

大 理 石 やはり地元の大理石を使い、他に無い製品を作る方法
町や県の助言があれば、入手しやすい

　５．後 継 者

　　問１　後継者の状況 （企業数）

有 無 募 集 中 計

大 内 塗 2 7 0 9

赤 間 硯 2 2 0 4

大 理 石 2 8 0 10

合　　　計 6 17 0 23
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　後継者有は大内塗・赤間硯・大理石ともに２事業者であり、後継者がないは大内塗７事業者、赤

間硯２事業者、大理石８事業者であり、現在、募集している事業者はゼロである。

　　問２　後継者の状況内容

内　　　　　　　　　　容

大 内 塗 家族・従業員等により後継
後継するに値する、収入・魅力ある商品力に乏しい

赤 間 硯 後継者が有るのは、２社のみ

大 理 石 血縁がのぞましく、安定した収入が必要
大理石工芸だけでは生活できていない現在、後継者は必要ない

　　問３　後継者養成の活動の例

活 動 の 例

大 内 塗 小中学校に対する体験学習・塗物教室開催

赤 間 硯 現在、組合として体験学習を10校あまり開催

大 理 石 特に意図的な宣伝をした訳ではないが、大理石製造に興味を持った若者
が出現している

　　問４　今後の後継者養成に役立つ制度の利用 （企業数）

利 用 す る 利用しない どちらともいえない 計

大 内 塗 3 3 3 9

赤 間 硯 1 2 1 4

大 理 石 3 2 5 10

合　　　計 7 7 9 23

　制度があれば利用する。大内塗３事業者、赤間硯１事業者、大理石３事業者、利用しないは、大

内塗３事業者、赤間硯・大理石は、いずれも２事業者となっている。

　どちらともいえないは、大内塗３事業者、赤間硯１事業者、大理石５事業者となっている。

　　問５　後継者養成に役立つ制度の希望内容

希 望 内 容

大 内 塗 後継者養成の助成金支援制度

赤 間 硯

大 理 石 養成資金があれば、地場産業のために養成できる
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　６．意見要望

　　問１　行政機関に対して

摘　　　　　　　　　　要

大 内 塗 海外（例　欧米・南米・アジア）に向けての観光アピール
名産品・工芸品の紹介をもっと取り組んでほしい

赤 間 硯 伝統工芸保護の為、販路の拡大と後継者育成の助成

大 理 石 県内産材料の使用指導
販売増につながる施策が伝統産業を死滅させない唯一の施策である

　　問２　中央会に対して

摘　　　　　　　　　　要

大 内 塗 地場産業組合との定期的な相談会、又、地域・県内・県外の情報の伝達
をして欲しい

赤 間 硯 伝統工芸保護の為、販路の拡大と後継者育成の助成

大 理 石 市場開拓、大理石工芸の為少しでも力をかしてほしい

　　問３　そ の 他

摘　　　　　　　　　　要

大 内 塗 過去、山口に皇太子殿下（現天皇陛下）が来県の際大内塗の説明をした
また、御成婚の際には記念品を献上した

赤 間 硯

大 理 石 命なくなるまで気合でやります
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Ⅲ　調査結果のまとめ
１．企業概況について

　　調査結果、企業概況から見ると、パートを含む従業員数は、4.5人と零細事業者と言える。

　しかし、３業種平均で創業年数は30年以上となっている。

２．販売の状況について

　販売状況を見ても、過去３ヵ年の売り上げが増加と回答した事業者は、１事業者となっており、

非常に厳しい現状を表わしている。

　これは、業界毎のコメントもさまざまである。景気後退による消費量の減少、観光客の減少が上

げられている。

　これからの見通しとしても、時代の変化、生産者の高齢化、輸入硯製品の増加等、厳しい状況が

続く中で、横ばい、減少傾向であるとの回答で、増加の見通しを上げている事業者がまったくない

のが現状であり、非常に厳しい現状を現わしている。

　現在の出荷・出展先をみても、３業界とも百貨店に出荷している割合、特に工芸品としての価値

での出荷割合が少なく、時代の消費を反映していると思われるコンビニ出荷は、県内・県外いずれ

の場合も１事業者の回答もないのが現状であり、時代のニーズにあった商品の販売、量産が可能と

なる仕組み作り等も、今後、必要であると思われる。

　一方、インターネットの販売等の利用を回答している事業者もあり、効果的な販売方法が確立で

きれば、受注量の増大にはつなげる事ができると思われる。

　販売促進活動の事例としては、大内塗、大理石については、インターネットで販売を上げている

一方で、百貨店・物産展の実演販売、工房を開放し、展示販売等、直接消費者と接触することによ

り、ニーズの把握に努めている姿勢がうかがわれる。

　販売促進活動の制度利用については、利用するとの回答が半分近くあるものの、利用しないとど

ちらともいえないの回答をたすと利用するとの回答を上回っており、積極派と消極派・慎重派とで

１：１の割合となっている。

３．新製品開発について

　考えていると開発中であるを合わせると、23事業者中13事業者（57％）であり、高い数値を示し

ているが、現状維持（考えていない）のままも、10事業者（43％）となっている。

　理由として、常に新しい製品開発をし、販路拡大に努めているのと、非常に厳しい現状の中で、

新商品を開発していかないと生き残れないからのコメントから、新製品開発の意識は高い。

　新製品開発の例として、市の補助金、県の研究施設、県の補助金等の利用で開発した事例がある

旨が回答されている。

　新製品開発の制度の利用についても、利用すると回答した事業者は23事業者中10事業者（43％）

と高い数値を示しているが、利用しないとどちらともいえないを合わせると13事業者（57％）と利

用するを上回っている。

　制度の理由内容についても、開発資金の必要性及び、消費者の声が出来るだけ伝わってくるシス

テムの考案という、貴重な意見が出された。
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　また、新製品開発よりも、製品の販路開拓が必要との意見で、前述２つの意見は、販路開拓につ

ながる製品開拓という重要な意味あいを含んでいる。

４．原材料入手について

　販売不振も大きな問題であるが、大内塗・大内人形の木地が入手困難、木地屋さんの高齢化が上

げられており、入手困難となっており、組合で苗木の植栽が行なわれている。

　赤間硯は、原石はあるが、採取手続に困難さがある。大理石は、地元材の魅力を感じつつも、入

手は無理な状態であり、業者を通して外材輸入している。

　原材料入手についての制度の利用についても、利用するの割合は、23事業者中、10事業者（43％）

と高い数値を示しているが、利用しない、どちらともいえないの数値を合わせると13事業者（57％）

と利用するの割合を上回っており、制度の利用は、原木の保護、町・県の助言の必要性が回答され

ている。

５．後継者について

　後継者ありと回答があったのは、大内塗、赤間硯、大理石とも２事業者づつであり、後継者がな

いと回答のあったのが、23事業者中、17事業者（73.9％）となっており、後継者がいない事の実態

が浮きぼりにされ、後継者養成の活動の体験学習の重要性が例として示された。

　大理石業界においては、意図的な宣伝をしていなくても、大理石製造に興味を持った若者が出現

しているとのうれしい情報も回答されている。

　問４、後継者養成の制度の利用については、制度を利用するが、7事業者（30.4％）で、利用しない、

どちらともいえないの事業者を合わせて16事業者（69.5％）となっており、利用するの内容も、後

継者養成の助成金支援、養成資金の利用等の希望が上げられている。

６．意見要望について

　行政機関、中央会、その他の意見として、大内塗は、海外に向けての観光アピール、地域、県内・

県外の情報の伝達、赤間硯は、販路の拡大と後継者育成助成、大理石は、県内産材料の使用指導、

市場開拓等、幅広い要望意見が出され、行政機関等に対する期待が、大なるものがある。

　伝統産業の業界の発展にはたす行政機関、中央会等の役割は大きい。

　今後も、業界と一体となった活動が、中央会等に望まれている。
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